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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】 　類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は3.4ポイント低くなっている。その要因はし尿処理業務や消防業務を一部事務組
合で行っていることにある。一部事務組合の人件費分に充てる負担金や賃金（物件費）といった人件費に準ずる費用の人口1人当たりの歳出決算額は
類似団体平均を上回っており、今後これらも含めた人件費関係経費全体について抑制していく必要がある。

【物件費】 　類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は2.2ポイント上回っている。これは、「那須塩原市行財政改革大綱」に基づく「集中
改革プラン」により、業務の民間委託化を推進し、人件費等から委託料（物件費）へのシフトが起きているためである。今後も業務の民間委託等を進めて
いくため、人件費の割合が下がっていく一方で物件費の占める割合が上昇する傾向が続くものと推測される。これらのことから引き続き人件費、物件費
の総額での抑制に努めていく。

【扶助費】 　扶助費に係る経常収支比率は、類似団体平均をわずかに下回っているが、　本市の人口1人当たりの歳出決算額は上昇傾向にある。その
要因は、児童手当及びこども医療費等の制度改正・拡充や生活保護費が増加していることなどが挙げられる。今後も少子高齢化社会の進展に伴い扶
助費は伸び続けることが見込まれ、将来にわたり市の財政を圧迫することが懸念される。資格審査等の適正化や同種の手当などの整理・見直しを進め
ていくことで、財政を圧迫する上昇傾向に歯止めをかけるよう努力する。

【補助費等】 　補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を4.4ポイント上回っているのは、市の出資する法人等各種団体への補助金が多額になっ
ているためである。今後は、補助金を適正に交付するための明確な基準を設けて、見直しや廃止を行う方針である。

【公債費】 　公債費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、平成16年度に積み立てた合併振興基金や、那須塩原市総合計画実施
のための財源とした合併特例債の元利償還金が増加しているためである。また、下水道事業などの公営企業債の元利償還金に係る経費は、人口1人
当たりの決算額が類似団体平均を上回っており、事業の是非とともに受益者負担の適正化を図っていく必要がある。なお公債費のピークとなる平成22
年度から平成24年度にかけては非常に厳しい財政運営となることが予想される。

【その他】 　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、下水道事業への繰出基準の変更が主な要因である。なお、下水道事業
については国の通知による繰出基準を超える金額を繰出している現状であり、独立採算の原則に立ち返った料金体系の見直し等により経営の健全化を
図る。

【普通建設事業】 　普通建設事業費の人口1人当たり決算額が増加しているのは、三島学校給食共同調理場改築工事や3･4･1本郷通り道路改良事
業、那須塩原駅北土地区画整理事業などによるものである。次年度以降は、合併前からの継続事業等の終了に伴い、普通建設事業費は減少する見込
みである。
　



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,027,924 60,907 72,024 ▲ 15.4
賃金（物件費） 509,122 4,412 3,134 40.8
一部事務組合負担金（補助費等） 1,351,999 11,717 4,389 167.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 250 2 828 ▲ 99.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 8 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 288,372 2,499 2,754 ▲ 9.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 153,885 1,334 1,510 ▲ 11.7
▲退職金 ▲ 747,092 ▲ 6,475 ▲ 8,804 ▲ 26.5
合計 8,584,460 74,396 75,844 ▲ 1.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.12 7.73 ▲ 0.61
ラスパイレス指数 100.6 97.9 2.7
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

4,995,365 43,292 41,928 3.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 71 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,665,223 14,432 13,227 9.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

204,124 1,769 2,157 ▲ 18.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

254,381 2,205 2,425 ▲ 9.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 35 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 4,033,825 ▲ 34,959 ▲ 32,393 7.9

合計 3,085,268 26,738 27,451 ▲ 2.6
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 栃木県 那須塩原市
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

8,219,354 72,171 - 62,449 - -

うち単独分 6,178,720 54,253 - 41,644 - -

5,550,179 48,368 ▲ 33.0 62,051 ▲ 0.6 ▲ 32.4

うち単独分 3,307,903 28,827 ▲ 46.9 40,532 ▲ 2.7 ▲ 44.2

6,296,538 54,878 13.5 52,296 ▲ 15.7 29.2

うち単独分 3,439,108 29,974 4.0 33,281 ▲ 17.9 21.9

6,774,027 58,707 7.0 49,332 ▲ 5.7 12.7

うち単独分 3,685,360 31,939 6.6 29,329 ▲ 11.9 18.5

過去５年間平均 6,710,025 58,531 ▲ 4.2 56,532 ▲ 7.3 3.1

うち単独分 4,152,773 36,248 ▲ 12.1 36,197 ▲ 10.8 ▲ 1.3
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